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多言語使用の推進 

ヨーロッパ連合の助成によって 2014～18 年にかけて行われた大型共同研究「多言語ヨーロ

ッパにおける移動と統合」（Mobility and Inclusion in Multilingual Europe; MIME）の主な

研究成果をまとめた冊子（■The MIME Vademecum, 2018, www.mime-project.org)は、言

語政策評価、マイノリティとマジョリティ、言語権、言語的多様性、言語教育・学習、翻訳・

言語技術などの諸領域の 72 の問いそれぞれについて、研究成果、具体例と根拠、政策への

含意、文献を 2 ページずつにまとめていて、とても便利。国際連合でも多言語使用の促進に

取り組んでいることは、ジュネーブの国連図書館によるまとめサイトからうかがえる

（ ■Multilingualism at the United Nations: Selected Resourses, 

https://libraryresources.unog.ch/multilingualism)。国際先住民族言語年(2019 年)の情報が

冒頭に掲げられ、国連の言語使用に関する包括的な報告書(2019 年)やグテーレス事務総長

自らも出演している多言語使用促進ビデオなど、多くの情報が掲載されている。学問におい

ても英語のみでは問題があることを訴えるのが、「学術コミュニケーションにおける多言語

使用に関するヘルシンキ提言」（■Helsinki Initiative on Multilingualism in Scholarly 

Communication, https://www.helsinki-initiative.org/）である。提言は日本語を含む 30 ほど

の言語で読めるが、背景説明は英語だけであり、ハッシュタグは#InAllLanguages。多言語

使用を訴える以上のサイトでいずれも英語が入り口となっているのがはからずも英語の強

さを示している。（木村護郎クリストフ） 

 

 


